
村岡新駅の周辺企業への負担履行を。

　2018 年 12 月藤沢市議会建設委
員会で当時の部長が「新駅の受益者
となる周辺企業にも一部費用負担を
お願いしていく」と答弁。
　 ところが 22 年２月市議会で原田
が確認すると「企業と協議は行って
いない」との事態が発覚！
　一方、同じ時期に同じく地元から
の要望とされる請願駅の幕張豊砂駅
の事業費負担は表の通り。
　これを知りながら、神奈川県、鎌倉・藤沢両市、JR 東日本４者協議では
比較検討もされず、約束していた企業への費用負担について協議も行ってい
なかったのは大問題であり認められないと私は計画反対を決めました。
　また、新駅による「経済効果」が示された中に、周辺企業からの法人税収
の見込みを全く換算していないことも原田の質問で判明しました。「効果」の
ほとんどが鎌倉市商業ゾーンに持っていかれるとしても「効果ある」と言う
なら当然に予測値を示すべきです。
　市税 57 億円も負担して新駅を作るというなら説明責任がありますし、
当時の約束を履行して法人税収もしっかり回収して財源として市民生活に還
元すべきなのです。

あなたの生活を守る市政へ

　１２／８　子ども文教委員会 「小学校給食の無償化を市に働きかけることを求める陳情」　
　　　　は共産党委員以外は反対して不採択となりました。
　　　　原田は当該委員でないため採決に加わっていません。

　　　反対討論で 「限られた教育予算には他に優先すべきものもある」
「１２億円分どこを削るか示さないのは無責任」 といった理由が上がりまし
たが、 全国 250以上の自治体で無償化が実現しており、 文科省は 「新

型コロナ感染症対応地方創生臨時交付金」 の活用も可能としています。 　
　特に物価高騰の中、家計を支える効果的施策であり少子化対策としても悪くありません。
藤沢市小学校給食の一食当たりの食材費 270円、 年間 49,500 円が家庭負担なので
影響は小さくないのです。 (就学援助受給家庭は免除 )
　陳情内容に加えて、 夏休み等に子育て家庭が相当に困っている様子を 「子ども弁当」
提供事業 （原田が共同代表の NPO法人実施） から見てきただけに、 夏休みも含めて
の提供体制の構築と無償化を提案したいと思います。▶
　財源は、 臨時交付金に加えて、 村岡新駅の周辺事業者からの負担に求めて、
教育予算内でやり繰りすることなく経済支援策として提案したいと思います。

12／ 15　本会議　下水道条例の一部改正について

　下水道使用料について、 ２０２３年７月からの値上
げが提案されたのですが、 一般家庭と工場や大型
商業施設からの特定汚水の負担割合を巡って異議を
申し上げ条例改正に反対しました。

　施設の老朽化対策に費用が増えるのは確かです
が、 24年度から公共料金の全般的な値上げが計画されているこ
とを踏まえて、 これまでの負担のあり方をそのままに市民に更なる上
乗せをするには問題があり、 物価高騰による経済対策や広がる経
済格差への是正策から、 大手事業者への負担割合増や一般
会計からの繰り出しなど政策判断が必要な時期と考えるからです。
　この時期に 「基本使用料」 を現行３４％から４０％に上げるのに
まず無理があります。 結果 「基本使用料」 の改定率は 16.6% となりますが、 一方で水量区分の大きい特定
汚水５００１㎥以上でも 10.7% に改定率が抑えられて累進度※が緩和されるのです。

　困窮世帯等への減免措置はありますが、 最低限の生活を維持して
いる世帯の光熱費等の負担をこれ以上増やすべきではなく、 村岡新
駅の設置費用負担を求められてもいない事業者には、 政府による医薬
品大量買い付けをはじめ円安の下でも収益を拡大しているケースもある
のです。
　十分な賃上げが見込めず、 国による公正な税制への是正が進まな
い中、 自治体財政の持続的な運営に努めるのに公共料金の負担は
累進度を高めて市民生活を守る立場を明確にしていく必要があります。

提案３ 下水道料金値上げ市民分は据え置きを。
水量区分（㎥）現行単価 改定単価案個別改定率
基本使用料 699 815 16.6%
　　　9~15 102 113 10.8%
　　  16~20 118 131 11.0%
         21~30 137 152 10.9%
         31~50 167 185 10.8%
       51~100 197 218 10.7%
     101~300 239 264 10.5%
   301~1000 281 311 10.7%
 1001~5000 323 357 10.5%
 5001~ 364 403 10.7%
累進度 ※ 4.17 3.96   平均12.5％

40%
↑
34%

小学校給食無償化＆夏休み提供体制を。提案２

　全国的に増え続ける不登校児童生徒。 藤沢市でも対応は遅れて
きました。
　2017 年に教育機会確保法が施行され 「不登校は問題行動では
ない」 こと 「多様で適切な学習活動」 の重要性 「休養の必要性」
が認められていますが、 学校、 周囲の理解不足や学習環境も保
障されていません。
　あらゆる子どもが学校と家庭以外に自分らしく居られる地域のコミュ
ニティを必要としており、 原田もそのモデルとするべく寺子屋型の居場
所をNPO法人で運営してきましたが、全ての小学校区ごとに必要です。
また全市的に学校以外での学習機会を保障するのにフリースクール
等にかかる経費を公的保障する制度も必要です。
　そして困難が連鎖しないよう、 10代の予期せぬ妊娠を防ぎ子ども自
身を守るための包括的性教育によって性的同意、 避妊方法を義務教育で学べる環境を保障することも急務なのです。

市議＆NPO法人共同代表

　二刀流で変える。あなたの生活を守る市政へ
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心不全で突
然の入院。

認知症進行を危惧するもコロナ禍
で面会できず介護度５判定に。
　退院後の独居を断念して藤沢に
迎えた 21 年 10 月からのドタバタ
介護日誌をホームページ
・FaceBook に連載中。

退院時に「投薬管理
など在宅やグループ
ホームでは無理」と
病院に言われ、特養
か介護付き有料ホー
ムを勧められたが、
見学に行くと色々と
問題が見えてきたの
で、藤沢市内の“ケ
アニン”たちに相談。
心強いアドバイスも
あり在宅＋居宅介護
サービス利用を決意。
グループホームを申

込みながら、小規模多機能型居宅介護
サービスの通いを中心に在宅生活へ。
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介護日誌

実
録

　規則的な通いと
週 1 リハビリで家
では杖無しトイレ
も自力可能に。
１カ月目で睡眠薬
を止めたのが正
解！夜の不穏が収
まり睡眠が安定し
たことで介護する
側がなんとか持ち
応える。

夜に不穏となるから
とベッドに拘束。
トイレも行けない
入院40日からの出発

今では週6日、自宅を
8時出発。夕食済ませ
て19時半帰宅

退院当初は１０ｍも歩けなかったが、
杖さえあれば１００ｍも可能に

「子ども弁当」について
原田のインタビューが
神奈川県ホームページ
に紹介されています。

12／ 1本会議　市が控訴することの是非　
　生活保護費が増えたのを抑えるために当

時安倍政権が 『デフレ調整』 だとして生活扶助費の削減を進めたことに対して
全国の裁判所で 「合理的理由なし」 と違憲判決が今相次いでいます。
　有名芸人の家族の扶養を巡る 「生活保護たたき」、 「自助」 との言葉で他人
を追い詰める作為的風潮の下、 安倍政権の政治姿勢を象徴する政策の一つ
でした。 国が不服として控訴を決め藤沢市も歩調を合わせたのに対して共産党と
私だけ反対。 この物価高でも上方修正には動かない政治姿勢では困ります。

生活保護費引き下げNO,

小学校区ごとに小規模多機能型居宅介護施設等の
24 時間 365 日対応で訪問や緊急宿泊体制の機能併設を

訪問・通い・泊まりをオーダーメイドできる介護へ

介護離職ゼロへ！

今はデイサービス休みの土曜にワインを
飲むことが母のなによりの生きがいです。

提案５

フードバンクからの食料品を、
物価高で困っている職探しの
人や困窮する高齢者などに
NPOとして原田もハローワー
ク前で毎週配布中。
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小学校区ごとに子どもの居場所を。不登校生家庭への公的支援を

義務教育までに性的同意・避妊方法を学べる包括的性教育を子どもの権利を保障。提案４

（単位:人）

年度

2010 年～  善行
の私有地不正取得
疑惑を訴え、住民
訴訟原告として当
時の市長に勝訴。
2020 年　
元の土地所有者が
土地を買い戻し、
やっと公金回収し
ました。

いつだって税金のムダ追及＆活用へ。

二刀流で変える。
提案１
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